
 

神奈川県監査委員公表第 16号 

 

監査の結果により講じた措置について 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 12 項の規定に基づき、神奈川県知事から監査の

結果により措置を講じた旨の通知があったので、その内容を公表する。 

 

  平成 30年９月 25日 

 

神奈川県監査委員 村 上 英 嗣 

同                髙 岡   香 

同                太 田 眞 晴 

同                佐 藤   光 

同                髙 橋   稔 

 

１ 措置の対象となった監査の結果 

平成 30 年５月 25 日（神奈川県公報号外第 36 号）神奈川県監査委員公表第７号で公表した不適切

事項又は要改善事項が認められた７団体に係る 12事項 

２ 監査の結果及び講じた措置の内容 

⑴ 環境農政局 

＜財政的援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

公益財団法

人神奈川県

栽培漁業協

会 

 

平成30年３

月16日（平

成29年11月

９日職員調

査） 

（不適切事項） 

契約事務において、仔魚飼

育棟飼育池（№１）底掃除機

用取付架台、エア管及び外周

レールの交換工事（契約額

1,858,680円）の契約の締結に

当たり、財団法人神奈川県栽

培漁業協会会計規程に基づき

契約書を作成しなければなら

ない事案であったにもかかわ

らず、契約書の作成を省略し

ていた。 

 

不適切事項については、財団法

人神奈川県栽培漁業協会会計規程

の理解が不十分であったことによ

るものである。 

今後は、このようなことがない

よう、規程の理解の向上を図ると

ともに、複数の職員による確認体

制を強化することにより、適正な

事務執行に努めることとした。 

県は、今後の適正な事務執行に

ついて、指導した。 

⑵ 福祉子どもみらい局 

＜財政的援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

社会福祉法

人かながわ

共同会 

 

平成 29年 11

月 21日（平

成 29年 10月

16日から同

月 19日まで

（不適切事項） 

津久井やまゆり園ほか３施

設に係る指定管理業務におい

て、各施設で個人情報を扱っ

ているにもかかわらず、各施

 

不適切事項については、基本協

定書別記事項の内容について確認

不足であったことによるものであ

り、基本協定書に規定された個人



職員調査） 設の管理に関する基本協定書

の個人情報保護に関する別記

事項で定められた個人情報の

取扱いに係る県への届出を行

っていなかった。 

また、愛名やまゆり園ほか

１施設において、個人情報を

取り扱う診療報酬請求業務２

件（単価契約、支払総額

1,592,334円）について、書

面による事前の承認を得るこ

となく第三者に委託してい

た。 

 

情報の取扱いに係る県への届出を

行った。 

また、個人情報を取り扱う診療

報酬請求業務を第三者に委託する

ための承認願を提出し、県の承認

を受けた。 

今後は、このようなことがない

よう、基本協定書本文及び別記事

項に定められた届出書類について

一覧化した上で、県と指定管理者

双方において連絡を密に取り合

い、届出及び委託業務内容を確認

し合うことにより、適正な事務執

行に努めることとした。 

県は、今後の適正な事務処理の

徹底について指導した。 

⑶ 健康医療局 

＜財政的援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

一般社団

法人神奈川

県歯科医師

会 

 

 

 

 

 

 

平成29年12

月26日（平

成29年10月

24日職員調

査） 

（不適切事項） 

補助金事務において、平成

28 年度神奈川県地域医療介護

総合確保基金事業費補助金

（歯科衛生士・歯科技工士人

材養成確保事業（歯科技工士

養成校設備整備費補助事

業））により取得した財産 1

件（取得金額 5,378,184 円、

うち補助金額 4,033,000 円）

の譲渡に当たり、財産処分に

係る知事の承認を受けていな

かった。 

 

不適切事項については、進行

管理が不十分であったことによ

るものであり、平成29年11月20

日に取得財産の譲渡の承認を知

事に求め、同月24日に承認を得

た。 

今後は、このようなことがな

いよう、複数の職員による確認

体制を徹底することにより、適

正な事務執行に努めることとし

た。 

県は、今後の適正な事務執行

について、指導した。 

地方独立

行政法人

神奈川県

立病院機

構 

 

平成29年11

月９日及び

平成30年３

月９日（平

成29年10月

３日から同

月６日まで

及び平成30

年１月19日

職員調査） 

（不適切事項） 

１ 契約事務において、次の

とおり誤りがあった。 

(1) 神奈川県立足柄上病院

が締結した産業廃棄物の

運搬業務及び処分業務に

係る委託契約２件（単価

契約、支出総額768,960

円）について、契約書

に、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行規則

に定める必要な事項の一

部を記載していなかっ

た。 

(2) 神奈川県立循環器呼吸

 

不適切事項については、次のと

おり措置した。 

１ 契約事務については、次のと

おりである。 

(1) 神奈川県立足柄上病院が

締結した産業廃棄物の運搬

業務及び処分業務に係る委

託契約については、廃棄物

の処理及び清掃に関する法

律施行規則等の関係法令を

十分に理解・認識しないま

ま、平成28年度の契約を締

結していたことによるもの

であり、同様の契約等の調



器病センターが締結した

産業廃棄物及び特別管理

産業廃棄物の運搬業務及

び処分業務に係る委託契

約３件（単価契約、支出

総額8,952,056円）につい

て、契約書に、廃棄物の

処理及び清掃に関する法

律施行規則に定める必要

な事項の一部を記載して

いなかった。 

２ 契約事務において、神奈

川県立循環器呼吸器病セン

ターが借り上げる看護師宿

舎について、平成28年度に

借り上げていた31室のう

ち、６か月以上の長期にわ

たり空室が生じていたにも

かかわらず賃貸借契約を中

途解約していなかったもの

が４室あり、これらの空室

期間延べ45か月分に係る賃

借料等2,571,000円を支払っ

ていた。 

３ 庶務事務において、地方

独立行政法人神奈川県立病

院機構職員の給与に関する

規程に定める住居手当につ

いて、神奈川県立精神医療

センター職員１名に対する

支給終了時期の認定を誤っ

たため、１件、28,500 円を

過大に支給していた。 

査を行い、当該契約２件以

外に過誤がないことを確認

した。 

今後は、このようなこと

がないよう、関係法令の理

解の向上を図るとともに、

契約の締結に当たっては、

複数の職員による確認体制

を強化することにより、適

正な事務執行に努めること

とした。 

県は、今後の適正な事務

執行について、指導した。 

(2) 神奈川県立循環器呼吸器病

センターが締結した産業廃棄

物及び特別管理産業廃棄物の

運搬業務及び処分業務に係る

委託契約については、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律

施行規則等の関係法令を十分

に理解・認識しないまま、契

約を締結していたことによる

ものであり、平成29年度契約

に必要事項を追記した変更契

約を行い、適正化を図った。 

今後は、このようなことが

ないよう、関係法令の理解の

向上を図るとともに、契約の

締結に当たっては、複数の職

員による確認体制を強化する

ことにより、適正な事務執行

に努めることとした。 

県は、今後の適正な事務執

行について、指導した。 

２ 契約事務については、老朽化

に伴い使用休止した看護師宿舎

の代替措置として順次借上げを

進めるとともに、年度途中で増

加する可能性のある入居希望者

に必ず対応する物件数を確保す

る必要があるとの意識が強く、

入居者の有無にかかわらず戸数

を維持したため、結果として不

要な支出を生じさせたものであ

る。 

平成29年度においては、空室

９室のうち平成30年度に利用見

込みのない６室については、１

月の監査実施日時点で解約済み

であり、残り３室については、

平成30年４月１日時点で空室を



解消した。 

今後は、このようなことがな

いよう、看護師人材確保対策の

一環として宿舎の確保は必須の

要件であるため、採用者の入退

去希望を早期に把握することに

より、不要な支出を減らすこと

ができるよう、経済的な執行に

努めることとした。 

県は、今後の適正な事務執行

について、指導した。 

３ 庶務事務については、平成

27年８月１日に賃貸アパートか

ら職員公舎に入居していたにも

かかわらず、提出された「住居

手当受給失格届」の誤った記載

を看過したものである。 

過大支給となった住居手当に

ついては、平成29年11月給与の

支給時に戻入処理した。 

今後は、このようなことがな

いよう、住居手当の支給に当た

っては、賃貸借契約書及び住居

手当受給失格届等の根拠書類を

丁寧に確認するとともに、課内

で情報を共有し、複数の目でチ

ェックすることで適切な事務を

行っていくこととした。 

また、全職員に対して各手当

の内容及び適正な手続につい

て、改めて周知した。 

県は、今後の適正な事務執行

について、指導した。 

⑷ 産業労働局 

＜財政的援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

公益財団法

人神奈川産

業振興セン

ター 

 

平成29年11

月１日（平

成29年９月

26日から同

月28日まで

職員調査） 

（不適切事項） 

支出事務において、大連事

務所の駐在員１名に対する平

成28年６月分の海外駐在手当

及び海外住宅手当１件、

444,492円の支出に当たり、振

込書類への記載額を44,492円

と誤ったため、支払額が

400,000円過少となり、不足額

を追加で支払った結果、本来

不要であった振込手数料324円

を負担していた。 

 

不適切事項については、職員

（担当者及び点検者）の点検漏れ

によるものである。 

今後は、このようなことがない

よう、新たに作成した為替相場、

送金額確定までの計算過程を記載

した「海外手当等計算書」を起票

伝票に添付することにより、点検

の精度を高めるとともに随時注意

喚起を行い、適正な事務執行に努

めることとした。 



 

 

県は、今後の適正な事務執行に

ついて、指導した。 

⑸ 県土整備局 

＜財政的援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

公益財団法

人神奈川県

公園協会 

平成29年11

月20日（平

成29年10月

16日から同

月18日まで

職員調査） 

（不適切事項） 

１ 収入事務において、秦野

戸川公園の少年野球場及び

多目的グラウンドに係る利

用料金額及び減免基準につ

いて、指定管理者に指定さ

れた期間ごとに県の承認を

得るべきところ、前期（平

成 21 年４月１日から平成 27

年３月 31 日まで）に承認さ

れた利用料金額及び減免基

準を適用しており、今期

（平成 27 年４月１日から平

成 32 年３月 31 日まで）の

利用料金額及び減免基準に

ついて承認を得ていなかっ

た。 

２ 契約事務において、境川

遊水地公園の植物管理業務

に係る委託契約（当初契約

金額 5,987,520 円）の変更

に当たり、第１回変更にお

いては税額 200 円の収入印

紙を、第２回変更において

は税額１万円の収入印紙

を、それぞれ契約当事者双

方の保有する契約書に貼付

すべきところ、いずれの契

約書にもこれを貼付してい

なかった。 

（要改善事項） 

「秦野戸川公園及び山岳スポ

ーツセンターの有料施設に係

る利用料金についての広報媒

体による周知の件」 

秦野戸川公園及び山岳スポ

ーツセンターの有料施設に係

る利用料金について、減免基

準とその運用に係る手続が広

 

不適切事項については、次のと

おり措置した。 

１ 収入事務については、指定管

理者に指定された期間ごとに承

認手続が必要となる認識がなか

ったものであり、利用料金額に

ついては、平成30年１月22日付

けで、減免基準については、同

年２月15日付けで県に承認され

た。 

今後は、このようなことがな

いよう、指定管理者に指定され

た期間の開始に当たり、利用料

金等の承認を得るよう適正な事

務執行に努めることとした。 

県は、今後の適正な事務執

行について、指導した。 

２ 契約事務については、契約手

続に関する収入印紙に係る認識

が不十分であったことによるも

のであり、未納の印紙税につい

ては、平成29年11月29日に「印

紙税不納付事実申出書（初葉）」

を横浜中税務署に提出し、平成

30年 1月10日に「印紙税の過怠

税賦課決定通知書及び納付書」

により、11,220円を納付した。 

今後は、このようなことがな

いよう、契約締結に関する決裁

文書に添付する契約書案に、必

要となる収入印紙の貼付額を明

記するなど、適正な事務執行に努

めることとした。 

県は、今後の適正な事務執行

について、指導した。 

 

要改善事項については、減免基

準及び減免手続をホームページに



報媒体により、周知されてい

なかった。 

（以下平成 30 年５月 25 日

（神奈川県公報号外第 36 号）

神奈川県監査委員公表第７号

中、第４監査の結果１(６)エ

のとおり｡） 

より平成30年１月及び同年３月に

周知を行うとともに、受付担当者

の対応マニュアルを整備し、運用

の徹底を図るよう改善した。 

県は、今後の適正な事務処理の

徹底について指導した。 

一 般 社 団

法 人 か な

が わ 土 地

建 物 保 全

協会 

平成29年11

月15日（平

成29年10月

４日から同

月６日まで

職員調査） 

（要改善事項） 

「神奈川県県営住宅及び借上

公共賃貸住宅の利用者満足度

調査の件」 

県営住宅の指定管理者であ

る一般社団法人かながわ土地

建物保全協会は、｢神奈川県

県営住宅及び借上公共賃貸住

宅（横浜・川崎等地域）の管

理に関する基本協定書｣第43

条及び「神奈川県県営住宅及

び借上公共賃貸住宅（相模原

地域）の管理に関する基本協

定書」第43条に基づき、利用

者満足度調査を実施したが、

調査手法が適切でなかったた

め、入居者の平成28年度の満

足度を正確に反映していない

おそれがある調査結果となっ

ていた。 

（以下平成30年５月25日（神

奈川県公報号外第36号）神奈

川県監査委員公表第７号中、

第４監査の結果１(７)エのと

おり｡） 

 

要改善事項については、平成29

年度以降の利用者満足度調査を実

施するに当たり、県と協議を行

い、「申請手続世帯」と「工事申

込世帯」の調査様式を明確に区分

するとともに、各設問の回答が対

象とする回答者からのものである

ことを担保し、利用者の満足度が

正確に反映されるように設問項目

を改善し、調査を実施した。 

県は、今後の適正な事務処理の

徹底について指導した。 

 


